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厚生労働省 健康局

結核感染症課

感染症情報管理室長

難波 吉雄

新型インフルエンザ対策新型インフルエンザ対策
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新型インフルエンザとは？

○ 新しい亜型（長期間、ヒトの間で流行したこと

のない亜型）のウイルスによるインフルエンザ

であって

○ 大流行を引き起こすインフルエンザ

（＝Pandemic Flu）
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A型インフルエンザ

○ インフルエンザにはA～Ｃ型がある

○ Ａ型には抗原性の異なる１６HA亜型、９NA亜型が存在

○ A型インフルエンザは動物由来感染症（鳥由来）

○ 鳥インフルエンザには低病原性と高病原性がある

低病原性： 呼吸器、消化器の局所感染

全ての亜型ウイルスに分布

高病原性： 致死性の全身感染

H5,H7亜型のみに存在

○ 病原性の違いはHA蛋白の一部の構造の差が規定
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動物由来感染症

Ａ型インフルエンザウイルスの自然宿主

全てのＡ型インフルエ
ンザウイルスは鳥由来

亜型 ＨＡ Ｈ１～１６

ＮＡ Ｎ１～９
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鳥インフルエン
ザウイルスを野
生水鳥が腸内に
保有

③２種類のウイルス
の再集合で人から人
に強い感染力を持つ
新型に

③変異して、
人から人への
感染力を持つ
新型に

鳥インフルエンザウイルス

人のインフルエンザウイルス

新型インフルエンザウイルス

④新型ウイルスの出現によ
る人での爆発的感染のおそ
れ

鳥インフルエンザと新型インフルエンザの関係

②接触など
により、ま
れに人に感
染

②接触など
により、ま
れに人に感
染

①鳥同士の接触感
染、糞等を介した
感染
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新型インフルエンザの出現周期

30 – 40 year cycle1900

1850

1950

2000

1847

1889

1918

1957
1968

42 yrs

29 yrs

39 yrs

11 yrs

No Pandemic for > 35 yearsNo Pandemic for > 35 years

10年から40年の周期で出現し、

世界的に大きな流行を繰り返している
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新型インフルエンザと
通常のインフルエンザの違い

予測困難。（高病原性鳥インフルエンザの
人への感染例では、38℃以上の発熱、嘔

吐、胸痛、重症肺炎、鼻出血、脳炎などの
症状を引き起こし、重症化すると死に至
る 。）

突然の38℃以上の発熱と頭痛、

関節痛、筋肉痛などに加え、鼻汁、
咽頭痛、咳などの上気道炎症状
がみられ、全身倦怠感等の全身
症状が強いことが特徴。

症 状

スペインインフルエンザ 2%0.1%以下致死率

Ａ型（Ｈ５,Ｈ７,Ｈ９等）

防御免疫なし

（多数の人が経験していない型）

A型（H1,H3）、B型、C型

防御免疫あり

ウイルス型

10～40年に一回毎冬周 期

新型インフルエンザ季節型インフルエンザ

＊高病原性鳥インフルエンザ（Ｈ５Ｎ１）：致死率 60％以上
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“Spanish Flu” in 1918-19
Total world population: 
2 billion 日本: 5500万人

Clinical infection: 
400 million (20 %)

日本：2300万人

Deaths: 
20-40 million (1-2 %)

日本：39万人

High number of deaths in 
healthy, young adults
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過去の新型インフルエンザの歴史

○ ２０世紀に人類が経験した新型インフルエンザ（低病原性鳥インフルエン
ザウイルスに由来（症状は呼吸器に限局。）

１９１８ スペインインフルエンザ（Ｈ１Ｎ１型）

１９５７ アジアインフルエンザ（Ｈ２Ｎ２型）

１９６８ 香港インフルエンザ（Ｈ３Ｎ２型）

○ 過去に例はないが、現在、発生が危惧されている新型インフルエンザは、
高病原性鳥インフルエンザウイルス（Ｈ５Ｎ１）に由来？

→ 症 状 ： 全身感染、重症肺炎、脳炎、多臓器不全

１９９７年 香港でのＨ５Ｎ１型

２００３年 香港でのＨ５Ｎ１型

オランダでのＨ７Ｎ７型

２００３ ～現在 アジアなどでのＨ５Ｎ１型
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ヒトでの新型インフルエンザ大流行ヒトでの新型インフルエンザ大流行
・鳥インフルエンザウイルス由来の新亜型ウイルスが、

- ヒトの世界に侵入、

- ヒト – ヒト間の伝播力を獲得して流行を起こす。

・人類は新(亜）型ウイルスに免疫を持たないので、

- 全世界を巻き込む大流行となる。

- 個人的にも免疫（抵抗力）が無いので重症化する可能性あり。

・大きな健康被害（患者、重症患者、死亡者）が発生。

・２次的に社会活動・社会機能の停滞、低下。
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WHOに報告されたヒトの鳥インフルエンザ（H5N1）確定症例数

注：確定症例数は死亡例数を含む。
WHOは検査で確定された症例のみ報告する。
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-4-

パンデミックによる多方面への影響を評価
し、計画的復興と対策の改善を実施する

後パンデミック期
パンデミックが発生する前の状態へ、急速に回復する時期

パンデミックの影響を最小限にとどめるた
めのあらゆる対策をとる

フェーズ６ （パンデミック期）

パンデミックが発生し、一般社会で急速に感染が拡大して
いる

フェーズ５ （パンデミックアラート期）
ヒトからヒトへの新しい亜型のインフルエンザ感染が確認
され、パンデミック発生のリスクが大きな、より大きな集
団発生がみられる

隔離をはじめとした物理的な封じ込め対策
を積極的に導入し、ワクチンの開発と接種
などの、事前に計画し、準備した感染症対
策の実施に必要な時間的猶予を確保するた
めに、最大限努める

フェーズ４ （パンデミックアラート期）
ヒトからヒトへの新しい亜型のインフルエンザ感染が確認
されているが、感染集団は小さく限られている

新型ウイルスを迅速に検査診断し、報告し、
次の患者発生に備える

フェーズ３ （パンデミックアラート期）
ヒトへの新しい亜型のインフルエンザ感染が確認されてい
るが、ヒトからヒトへの感染は基本的に無い

ヒトの感染拡大のリスクを減少させ、仮に
ヒト感染が起きたとしたら、迅速な検知、
報告が行われる体制を整備する

フェーズ２ （前パンデミック期）ヒトから新しい亜型のインフ
ルエンザは検出されていないが、動物からヒトへ感染する
リスクが高いウイルスが検出

世界、国家、都道府県、市区町村のそれぞ
れのレベルで、パンデミック対策を強化す
る

フェーズ１ （前パンデミック期）
ヒトから新しい亜型のインフルエンザは検出されていない
が、ヒトへ感染する可能性を持つ型のウイルスを動物に検
出

パンデミック対策の
各フェーズにおける目標

WHOの2005年版分類による

パンデミックフェーズ
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パンデミックの規模と患者数等の推計パンデミックの規模と患者数等の推計

１００万人以上香港インフルエンザ
1968－1969年

（ウイルス型Ｈ３Ｎ２）

200万人以上アジアインフルエンザ
1957－1958年

（ウイルス型Ｈ２Ｎ２）

4，000万人スペインインフルエンザ
1918－1919年

（ウイルス型Ｈ１Ｎ１）

死亡者数通称流行年

医療機関を受診する患者数： 最大２，５００万人
入院患者数： ５３～２００万人
死亡者数： １７～６４万人

（参考）

新型インフルエンザ対策行動計画においては、被害の状況について
次のように見込んでいる。
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本部長 厚生労働大臣

本部長代理 厚生労働副大臣 厚生労働大臣政務官

副本部長 厚生労働事務次官 厚生労働審議官

本部員 官房長 総括審議官（国際担当）

技術総括審議官 医政局長 健康局長

医薬食品局長 労働基準局長

雇用均等・児童家庭局長 社会・援護局長

老健局長 国立感染症研究所長

政府レベル ※新型インフルエンザが発生した場合、必要に応じ、総理を本部長とする新型インフルエンザ対策本部を設置

厚生労働省

新型インフルエンザ対策推進本部

新型インフルエンザ対策の推進体制 （現行）

新型インフルエンザ専門家会
議

・サーベイランス
・予防と封じ込め
・医療
・情報提供・共有
・国際対応

新型インフルエンザ対策本部

新型インフルエンザ対策本部

法務省

経済産業省

新型インフルエンザ及び鳥インフルエンザに関する関係省庁対策会議
内閣官房 内閣府 警察庁 金融庁 総務省 消防庁
法務省 外務省 財務省 文部科学省 厚生労働省 農林水産省
経済産業省 資源エネルギー庁 原子力安全・保安院 中小企業庁 国土交通省

海上保安庁 環境省 防衛省

農林水産省

外務省

高病原性鳥インフルエンザ対策本部

鳥および新型インフルエンザに関する外務省対策本部

国土交通省

新型インフルエンザ対策推進本部
※ 18年8月より、金融庁では、状況に応じ、防災業務計画に基づく災害対策本部に準じた本部を設置する扱い

※ 政府の対策本部設置に合わせ、財務省に新型インフルエンザ対策委員会、海上保安庁に新型インフルエンザ対策本部を設置

文部科学省

新型インフルエンザ対策本部

新型インフルエンザ対策本部

総務省

消防庁においては、３Ｂ時緊急対策室、４Ａ以降緊急対策本部を別途設置

新型インフルエンザ対策本部

消防庁

新型インフルエンザ
対策推進室
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○ 近年、東南アジアを中心に鳥インフルエンザ（Ｈ５Ｎ１）が鳥から人に感染する事例が増加。
この鳥インフルエンザ（Ｈ５Ｎ１）が人から人へ感染する形に変異し、新型インフルエンザとして

世界的に大流行することが危惧されている。

○ 新型インフルエンザが発生した場合の被害を最小限に食い止めるために、発生前後に必要な対策を

迅速かつ確実に実施するための法整備が求められている。

感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律及び検疫法の
一部を改正する法律の概要

【背景】

○ 第１６９回国会において成立

○ ５月２日公布、５月１２日施行

① 感染症法上、鳥インフルエンザ（Ｈ５Ｎ１）を二類感染症に位置づけ、鳥インフルエンザ(Ｈ５Ｎ
１)に対する入院措置等の法的根拠を整備。

（注）現行法では、２年間に限り、政令で指定する感染症について、特例措置として入院措置等が可能
（２年経過後も継続して対応が必要な場合には、法定化が必須）

インフルエンザ（Ｈ５Ｎ１）は、平成１８年６月１２日よりこの特例措置の対象

② 発生直後から対策を実施できるよう、新型インフルエンザを感染症法及び検疫法に位置づけ、検疫
措置、入院措置等の規定を整備。（注）Ｈ５Ｎ１型以外の新型インフルエンザが発生した場合にも対応が可
能

③ 併せて、感染したおそれのある者に対する健康状態の報告要請や、外出自粛の要請規定の創設、停
留先施設に医療機関以外の施設を追加する等、まん延防止策を拡充。

【改正の概要】

【施行期日】
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• 検 疫 法 ／ 改 正 の 内 容 下線部分が改正の内容
• １．目 的
• 国内に常在しない感染症の病原体が船舶又は航空機を介して国内に侵入することを防止するとともに、船舶又は航空機に関してその他の

感染症の予防に必要な措置を講ずること。（１条）

• ２．概 要
• 【検疫業務】

– (1) 検疫感染症等について、質問、診察・検査、患者の隔離、感染したおそれがある者の停留、物品の消毒等を実施（12～16条）。
– 検疫業務に関し、船舶又は航空機の長、船舶会社、航空会社等に対し協力要請が可能。

– (2) 検疫感染症等が国内に侵入するおそれがないと認めたときは検疫済証を、ほとんどないと認めたときは仮検疫済証を交付（17
条、18条）。 船舶・航空機は検疫済証又は仮検疫済証がなければ入国できない（4条、5条）。

– (3) 仮検疫済証の交付と併せ、停留には及ばないが感染したおそれのある者について、一定期間内の健康状態の報告等を求め、
又は質問を行うことができ、健康状態に異状が確認された場合は当該者に対し医療機関の受診を指示し、かつその旨を都道府県知
事に通知（18条）。

– 新型インフルエンザ等感染症については、停留には及ばないが感染したおそれのある者について、入国時点で、都道府県知事
に通知し、都道府県知事が感染症法に基づき、まん延防止策を講ずることを可能とする（都道府県との連携強化）。

• (4) 隔離・停留等の費用を対象者から徴収する規定を削除。船舶等の長からの徴収は引き続き実施。（32条）

• 類 型 実施する措置

• 検疫感染症 ・2条1号に規定する感染症
• 一類感染症（エボラ出血熱、痘そう、ペスト等） 質問、診察・検査、隔離、停留、消毒等
• ※隔離・停留先は医療機関
• ・2条2号に規定する感染症
• 新型インフルエンザ等感染症 質問、診察・検査、隔離、停留、消毒等
• ※停留は医療機関以外でも可能。
• ・2条3号に基づき政令で指定する感染症
• 鳥インフルエンザﾞ(H5N1)、デング熱、マラリア 質問、診察・検査、消毒等
• 法34条に基づき政令で指定する感染症（34条） 質問、診察・検査、隔離、停留、消毒等の全部又は一部 ※隔離・停留先は

医療機関
• 新感染症（34条の２） 質問、診察・検査、隔離、停留、消毒等の全部又は一部 ※隔離・停留先は医療機関

• 【その他】
• ①港湾衛生業務（27条） ②予防接種・病原体の有無の検査・船舶の衛生検査（申請業務。26条、26条の2） ③感染症情報の収集・提供

（27条の2）
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仮検疫済証

停留する必要はないが、
感染のおそれがある者

④都道府県知事への連絡

仮検疫済証

停留する必要はないが、
感染のおそれがある者

従来の健康監視従来の健康監視

新型インフルエンザに対する健康監視新型インフルエンザに対する健康監視

検疫所

検疫所 都道府県

都道府県

②
健
康
監
視

③
健
康
状
態
報
告

①
対
象
者
確
認

⑤
質
問
・調
査

①
対
象
者
確
認

②都道府県知事への連絡

③
健
康
監
視

④
健
康
状
態
報
告

⑤
質
問
・調
査

健康監視は、現在、検疫所によって、

行われており、健康状態に異状が生じ
た者が確認された場合に、都道府県に
通知され、知事による質問や調査が行
われる仕組みになっている。

検疫所は、停留の必要はないまでも、

新型インフルエンザに感染したおそれ
がある者を確認した場合には、すぐに、
都道府県知事に通知し、知事が健康
監視を行うものとする。

これにより、健康状態に異状がある者

が確認された場合にも、迅速な対応が
可能となる。

新型インフルエンザのように、感染力

が非常に強い感染症の場合、健康状
態に異状が生じてから、知事に通知が
行われたのでは、国内対応が遅れる
可能性がある。

健康監視の改正点について健康監視の改正点について

健康状態の異健康状態の異
状確認状確認

健康状態の異健康状態の異

状確認状確認
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（６）情報提供・共有（リスクコミュニケーション）

新型インフルエンザ発生時の情報提供・共有の基本的考え方

国内でのヒトからヒトへの感染拡大が発生する前から積極的に情報提供。
国内での感染事例発生時には正確な情報を早急に適切な手法により伝達。
情報提供に際して盛り込むべき内容、提供方法や表現等 の留意事項について予めリスト化。
個人のプライバシーや人権に配慮した情報提供。

国
国内外の新型インフルエンザ発生状況に
ついて随時情報収集し、定期的に記者発表

自治体（都道府県）
定期的な記者発表により住民へ情報提供

フェーズ１～３

国
• 新型インフルエンザ対策推進本部を開催し、本部長
（厚生労働大臣）からフェーズ４の宣言。

• 情報提供体制の強化（毎日複数回、定時の定例
記者会見の実施）

• コールセンターの設置

自治体（都道府県）
• 情報提供体制の強化（毎日複数回、定時の定例記
者会見の実施）

• コールセンターの設置

フェーズ４以降
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新型インフルエンザ対策新型インフルエンザ対策

○高病原性鳥インフルエンザウイルス（Ｈ５Ｎ１）のトリからヒトへの
感染による死亡例も報告され、ウイルスの変異により、ヒトからヒ
トに感染する新型インフルエンザの発生が危惧されている。

○平成１５年１１月以降、東南アジアの国々を中心に、トリからヒト
への感染事例が後を絶たず、新型インフルエンザの発生に備える
ことが重要。

１００万人以上香港インフルエンザ１９６８－６９

２００万人以上アジアインフルエンザ１９５７－５８

４，０００万人スペインインフルエンザ１９１８－１９

世界の死亡者数通称流行年

過去のパンデミックの規模と死者数の推計

※ 行動計画上の国内における被害想定人数

受診者数：最大２，５００万人、死亡者数：１７～６４万人

概要と現状

○人は新型インフルエンザに対する免疫を獲得していない
ため、感染が爆発的に拡大するおそれがある。

○新型インフルエンザ対策行動計画新型インフルエンザ対策行動計画を策定し、さらにその具体的な
対策を行うための、新型インフルエンザに関するガイドラインガイドラインを平
成１９年３月に定めた。

○重症化防止のため、抗インフルエンザウイルス薬抗インフルエンザウイルス薬を平成１９年
度までに、国・都道府県・流通備蓄分で２，８００万人分確保。

○新型インフルエンザに対するワクチンワクチンについて、平成１８年度に製造し
た原液約１０００万人分（ベトナム株・インドネシア株）を備蓄するとともに、
平成１９年度にウイルスの変異に対応した新たな原液約１０００万人分
（中国安徽株）を備蓄。

○新型インフルエンザについて、入院勧告等の措置とともに、停留
等の水際対策を行うための法的な整備を実施。（５月２日公布）

○関係省庁及び自治体参加の下、新型インフルエンザの発生に
備えた訓練訓練を３回実施。

具体的対策

訓練の風景

※ 平成１９年１１月関係省庁及び自治体参加の下、新型インフルエンザの全国
的な大流行を想定し、千葉県、成田空港検疫所での実地訓練等が行われた。

（感染国からの航空機に
対する検疫）

（自治体における対策本部会議）

○平成１９年１０月、新型インフルエンザ発生時に、必要に応じ、
内閣総理大臣を本部長とする対策本部内閣総理大臣を本部長とする対策本部を設置することを閣議決定。


